（契約書の参考例）

　　　認知症対応型共同生活介護事業所におけるサービスの質の評価に関する
業務委託契約書（参考例）
　[事業者名を記載]（以下「甲」という。）と[外部評価を行う評価機関名を記載]（以下「乙」という。）は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年厚生労働省令第34号）第97条第８項に定める「指定認知症対応型共同生活介護の質の評価」の一環として行なわれるサービスの質の外部評価（以下「外部評価」という。）について、次のとおり委託契約を締結する。

（業務委託）

第１条　甲は、自ら運営する［事業所を記載］の外部評価に関する業務を乙に委託し、甲は乙に対して、乙が定めるところによる評価手数料を支払うものとする。

　（契約期間）

第２条　本契約期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。

（協力義務） 

第３条　乙は、長野県（以下「県」という。）が定める「長野県地域密着型サービス評価事業実施要領」（以下「実施要領」という。）に基づき、甲におけるサービス提供等について外部評価を行うものとし、甲は乙の外部評価の業務につき必要な資料を提供するほか、評価業務に全面的に協力する義務を負うものとする。

（評価の実施） 

第４条　乙は、実施要領に基づき書面調査、利用者調査、訪問調査により外部評価を行うものとする。
２　乙は行った評価を遅滞なく調査報告書として甲に送付し、意見等を求めるものとする。

（外部評価結果報告書の送付及び公表） 

第5条 乙は、決定した評価結果を評価結果報告書として甲に送付するものとする。

２　乙は実施要領に基づき、評価結果報告書等を「保健福祉医療情報ネットワーク（ＷＡＭ　ＮＥＴ）」に掲載するものとする。
（評価手数料）

第６条　甲は乙に対し、評価手数料として金○○○○○円を支払うものとする。

（評価手数料の支払方法） 

第７条　甲は乙に対し、評価手数料のうち金○○○○○円を申込金として、乙から請求のあった日の翌日から○日以内に支払い、残金は、評価結果報告書が甲に送付された日の翌日から○日以内に支払うものとする。

２　甲は、前項の評価手数料を、乙が指定する方法で支払うものとする。

（契約の解除等）

第８条　甲は、書面調査票を提出した後、評価結果報告書が策定されるまでの間に、甲の都合により本契約を解除することができる。

２　甲が、書面調査票を提出した後、甲に起因する事情により訪問調査を辞退した場合には、乙は甲が本契約を解除したものとみなすことができる。

３　乙は、甲が第６条及び第７条に定める評価手数料を支払わない場合その他本契約上の協力義務を履行しない場合は、一定の期間を定めて催告したうえ、本契約を解除することができる。

４　前３項の事由に基づき本契約が解除された場合、乙は委託された業務の執行状況に基づいて評価手数料を算定し、その額から受領済の申込金を控除した額を甲に請求するものとする。

この場合、算定した手数料が受領済の申込金を下回るときは、その差額を甲に返還するものとする。

（不可抗力による契約の終了）

第９条　天災地変その他甲乙双方の責に帰することができない事由によって、この契約の全部又は一部が履行不能になったときは、この契約は、その部分について効力を失う。

２　前項の場合、乙は甲に対し、前条第４項の例によるものとする。

（秘密の保持） 

第10条　乙は、甲より提出された資料について善良なる管理者の注意を持って保管するものとする。なお、収集する情報は、評価実施に必要な最小限の情報とし、乙は評価以外の目的に使用しないものとする。

２　乙は、個人情報が記載された書類等を事業所外へ持ち出さないものとする。

３　乙は、回答の記入されたアンケート用紙等を評価を実施した日の属する年度の翌年度から起算して[３年以上の期間を記載]の間保存するものとし、保存年限到達後は速やかに廃棄するものとする。
（別途協議）

第11条　この契約に定めのない事項については、甲乙双方協議の上定める。

この契約の成立を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

（委託者）甲　　[事業者の名称、住所、代表者の名前　　　　　印]

（受託者）乙　　[評価機関の名称、住所、代表者の名前　　　　印]
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